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市役所の地球温暖化対策への取組状況

【問合先】　環境創造課☎426620

　加西市は、平成 18 年に平成 24 年度を目標年度とした「第 2次加西市地球
温暖化対策実行計画」を策定しています。その中で市役所全体（本庁舎及び出
先機関含む）の温室効果ガス排出量を、17 年度を基準として 19 年度から 24
年度の 6年間で 6％削減する目標を立てています。
　取組状況において、2年目となる 20 年度は、19 年度に引き続き目標を達成
することができました。今後も、低炭素社会の形成に向けて、CO2 排出削減
の取組を継続して図っていきます。

年度 17年度 19 年度 20 年度

温室効果ガス排出量 16,810
15,802

（17 年度比約 6%削減）
14,946

（17年度比約11%削減）

※二酸化炭素トン（t-CO2）とは、さまざまな温室効果ガス（CO2、メタン、一酸化二窒素など）をCO2の重さに換算し、t（トン）

　単位で表示した値。

■市役所温室効果ガス排出量（単位：t - CO2）

福山通運㈱と BDF利用推進協定締結

【問合先】　バイオマス課☎428716

　加西市は、環境 CSR（企業の社会的責任）活動を進める福山通運株式会社（本
社／広島県福山市）と、BDF 利用協定を締結しました。

■「社会を明るくする運動」作文コンテストで山本華菜子さん（泉中）が入賞

問合先／市民相談室☎42 8739

　法務省が主唱する「社会を明るくする運動」の作文コンテストで、泉中学校 3年の山本
華菜子さんの作文「優しい言葉と思いやり」が、兵庫県更生保護協会理事長賞に選ばれまし
た。コンテストは、小学生や中学生が犯罪や非行についての考えを書いた作文を募集したも
ので、県内では 11,297 点の応募があり 12 点が入賞、山本さんの作品はその 1つです。1月
6日に神戸市で表彰式が行われました。

協定に調印する福山通運㈱八田弘明取締役（右）
と中川市長

　この協定は、加西市の廃食用油リサイクル事業（BDF 事業）の一環で、加
西市が提供する BDF100％燃料を同社加西支店の配送用 2t トラック 1台で使
用し、エンジンへの影響や燃費などを検証するものです。
　これにより毎月 1トンの CO2 削減が見込まれており、検証の結果が良好で
あれば、導入台数を増やすことも視野に入れています。全国展開する大手運送
業会社と行政が協力・提携して配送用車両へ BDF100％燃料を導入する取り組
みは、全国初です。

過払い金取立訴訟の提起について

【問合先】　収納課☎428714

　加西市は、貸金業者 2社に対して、市税等の滞納者が返済した過払い金の支払いを求めて、次の通り提訴しました。

庁舎やクリーンセンター・幼稚園等
で緑のカーテンを実施。

受賞した山本さん

平成22年7月付　加西市職員採用試験のご案内

【問合先】　総務課（市役所3階北側）☎428702

　加西市では、当面する重要課題に対応するため、平成 22 年 7月 1日付採用として下記のとおり職員を募集します。

募集職務 必要となる資格および職務内容

監査担当 公認会計士試験に合格した人又は大学院会計コースを修了した人。監査業務や企業会計など

法務担当 司法試験に合格した人又は法科大学院を修了した人。訴訟対応、条例制定業務など

資産活用担当 不動産鑑定士の資格を有する人。市有財産の活用、アセットマネジメント業務など

地域包括支援センター担当 保健師または社会福祉士の資格を有する人。地域包括支援センター業務、保健相談など

建築・設備担当 一級建築士の資格を有する人。公共施設等の耐震化、改修計画など

その他
上記のほか、政策立案、新規事業企画、ブランド戦略、公民連携、多文化共生とダイバーシテ
ィなど、市役所に不足するスキルをもった人。または社会保険労務士、電気主任技術者など行
政経営に有用な資格などを有する人

■募集職務・必要資格等

■応募資格と採用予定人数

提出書類 詳細は募集要項をご覧ください。2月中旬より市ホームページからダウンロードできます。

受付期間 平成 22 年 3月 31 日（水）まで　8:30 ～ 17:15（土日祝を除く）　持参または郵送。

申込先 〒 675-2395 加西市北条町横尾 1000 番地　加西市役所総務部総務課人事担当（庁舎 3階）

■受験申し込み等

■経過
　ある滞納者（1人）の貸金業者からの借入状況を調べたところ、過払い金があることが確認できたため、貸金業者を
第三債務者として「過払い金」を差押えました。その後、貸金業者プロミス㈱と㈱武富士に対して支払いを求めました
が履行されないため、議会の承認を得て 1月 22 日に提訴しました。

■訴えの提起による効果
　裁判に勝訴した場合、貸金業者から市へ不当利得分及び支払日までの利息分（年 5％）が支払われ、市税等に充当で
きる額は 2業者合わせると約 227 万円になります。
　この訴えを通じて、市が強固な姿勢で滞納処分を行っていることを対外的にアピールし、滞納の抑制を図るとともに、
他の団体の訴えによる勝訴判決が重なることにより、訴えを提起しなくても消費者金融会社が支払いに応じるような状
況をつくることができれば、今後、より効果的に収納ができると考えています。

　昭和 46 年 4月 2日以降に生まれた人、採用人員 6名（各分野 1名）程度。


